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通信利用動向調査（企業対象調査編）の概要 

 

１ 調査の目的 

 

  企業における通信ネットワークの利用実態及び利用意向等を把握し、情報通信発展のための施策 

 立案の基礎資料とする。 

 

 

２ 調査の方法 

 

  企業を対象とするアンケート調査（第５回）を、統計報告調整法に基づく承認統計調査として実 

 施した。 

  なお、アンケート調査の実施に係るサンプリングから集計までの事務を、(社) 新情報センターに 

 委託した。 

 

 

３ アンケート調査の概要 

 

 (1) 調査地域 

   全国 

 

 (2) 産業 

   日本標準産業分類（大分類）に基づく「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、 

  「運輸・通信業」、「卸売・小売業、飲食店」、「金融・保険業」、「不動産業」及び「サービス業・ 

  その他」の８産業。 

   なお、表章は下図のとおりこれを７産業に統合して行っている。 

 

日本標準産業分類（大分類） 本調査で使用する分類 

Ｅ  建設業   １ 建設業 

Ｆ  製造業   ２ 製造業 

Ｇ  電気・ガス・熱供給・水道業  

Ｈ  運輸・通信業   ３ 運輸・通信業 

Ｉ  卸売・小売業・飲食店   ４ 卸売・小売業・飲食店 

Ｊ  金融・保険業   ５ 金融・保険業 

Ｋ  不動産業   ６ 不動産業 

Ｌ  サービス業   ７ サービス業、その他 

 

 (3) 対象企業 

   (2)に掲げる産業に属する企業常雇規模 100 人以上の企業（事業所本所又は単独事業所） 

 

 (4) 客体選定方法 

   無作為抽出 
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 (5) 標本数 

   ３，０００ 

 

 (6) 使用名簿 

   「平成８年事業所・企業統計調査（総務庁）」事業所の名簿に係る、基本調査区別民営事業所 

   漢字リストテープ 

 

 (7) 抽出方法   

   従業者規模を層化基準とした業種別の系統抽出 

 

 (8) 調査方法 

   郵送調査法 

 

 (9) 調査時期 

   平成１０年１１月２０日～１１月３０日 

 

     

４ 有効回答数（率） 

 

  ２，１０８（７０．３％） 前回：1,989（80.9％） 

 

 
100～ 

299 人 

300～ 

999 人 

1,000～

1,999 人 
2,000 人以上 計 

建設業 74 98 38 41 251 

製造業 162 199 107 118 586 

運輸・通信業 89 80 51 32 252 

卸売・小売業、飲食店 152 161 70 72 455 

金融・保険業 46 65 36 56 203 

不動産業 8 7 5 3 23 

サービス業、その他 104 143 49 42 338 

合計 635 753 356 364 2,108 

 

５ 集計結果の留意事項 

 

 (1) 比重調整について 

   抽出には、各業種ごとの特性を十分に分析できる回収数を得るために、従業者数規模を層化 

  基準とした業種別の系統抽出法で行なっている。しかし、この回収結果をそのまま分析すると、 

  本来母集団構成比の小さい業種（規模）の傾向が実際以上に強く反映することになる。 

   したがって、本報告書では、全体に対する比重が母集団と一致するように業種並びに規模を 

  基準としたウェイト値を算出し、規正回収結果を得た上で分析を行なっている。 

   なおウエイト値は次ページのとおり 
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 〈ウェイト値〉 

 
100～ 

 299 人 

300～ 

 999 人 

1,000～ 

1,999 人 

2,000 人 

以上 
 規正回収数 

建設業 1.55823 0.25380 0.14614 0.09105  149 

製造業 3.09084 0.70396 0.24641 0.17796  688 

運輸・通信業 1.76121 0.49640 0.10889 0.15166  207 

卸売・小売業、飲食店 2.80328 0.83301 0.31199 0.22944  599 

金融・保険業 0.31753 0.11918 0.10759 0.13416  34 

不動産業 2.25159 0.76664 0.17733 0.14000  25 

サービス業、その他 2.87932 0.59914 0.27713 0.18555  406 

 
 (2) 計数等について 

  ・ 集計結果については、表示単位に満たない部分を四捨五入している。そのため、個々の比率 

   の合計が全体を示す数値と一致しない場合がある。 

  ・ 図表中の「ｎ」は、ウェイトによって補正された集計企業数である。 

  ・ 不動産業については、構成比が小さいため独立した分析が困難である。したがって、本文中 

   では「サービス業、その他」に含めて分析している。 

 (3) 時系列比較について 

   時系列比較で使用する今回調査（平成１０年）の計数には、今回調査から調査対象に従業者規 

  模 100～299 人の企業を新設したため、従業者規模 300 人以上の企業の調査結果を使用した。 

   なお比重調整前の有効回答（サンプル）数は、平成８年：1,943、平成９年：1,989、平成１０ 

  年：1,473 である。 
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調査結果の概要 

 

第１章 企業内通信網の利用状況 

 １ ＬＡＮの構築状況 

 

   ＬＡＮを構築している企業は 62.9％で、その内訳は「全社的に構築している」企業が 32.2％、 

  「一部の事業所または部門で構築している」が 30.7％となっている。一方、構築していないが「具 

  体的に構築する予定がある」は 7.5％、「予定もない」は 28.0％となっている。 

   過去の調査結果と比較するため従業者規模 300 人以上の企業をみると、今回の構築率は 83.3％ 

  となり構築率は年々高くなっている。 

 

図１－１ ＬＡＮの構築状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２ ＬＡＮの構築状況の推移（従業者規模 300 人以上の企業） 
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  産業別にみると、金融・保険業（76.4％）と製造業（72.2％）で比較的構築率が高くなっている。 

 従業者規模別にみると、規模が大きくなるほど構築率も高くなる傾向がみられ、2,000 人以上

（95.7％）では９割を超えている。 

 

図１－３ ＬＡＮの構築状況（産業別、従業者規模別） 
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２ イントラネットの構築状況 

 

  イントラネットを構築している企業は 22.0％で、その内訳は「全社的に構築している」企業が 

 10.7％、「一部の事業所または部門で構築している」が 11.3％となっている。一方、構築していな 

 いが「具体的に構築する予定がある」は 13.6％、「予定もない」は 56.0％となっている。 

  前回調査と比較するために従業者規模 300 人以上の企業をみると、構築率は前回調査より 14.9 

 ポイント増加し、36.3％となっている。 

 

図１－４ イントラネットの構築状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図１－５ イントラネットの構築状況の推移（従業者規模３００人以上の企業） 
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 産業別にみると、構築率は運輸・通信業で 12.8％と低くなっているが、その他の産業では大きな差

はみられない。 

 従業者規模別にみると、規模が大きくなるほど構築率も高くなっており、2,000 人以上では 58.3％

と半数を超えている。 

 

図１－６ イントラネットの構築状況（産業別、従業者規模別） 
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３ 企業内通信網への接続状況 

 (1) 外出先等からＬＡＮへの接続状況 

 

   ＬＡＮを構築している企業のうち、外出先等からＬＡＮに接続可能な企業は約２割（22.3％） 

  で、接続できないが「具体的に接続する予定がある」は 18.5％、「予定もない」は 50.7％となっ 

  ている。 

   前回調査と比較するために従業者規模 300 人以上の企業をみても、大きな変化はみられない。 

 

図１－７ 外出先等からＬＡＮへの接続状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－８ 外出先等からＬＡＮへの接続状況の推移（従業者規模３００人以上の企業） 

 

無回答

8. 6%

接続でき ない

し 具体的な予

定も ない

50. 7%

接続でき ない

が具体的に接

続する予定が

ある

18. 5%

接続でき る

22. 3%

( n=1, 326)

24. 0

26. 5

23. 3

20. 9

0 10 20 30 40 50 60

接続でき る 接続する予定がある

平成９ 年( n=1, 495)

平成10年( n=481)

単位： ( %)



 -14- 

   産業別にみると、運輸・通信業（16.1％）と金融・保険業（10.7％）でやや構築率が低くなっ 

  ているが、その他の産業では大きな差はみられない。 

   従業者規模別にみると、1,000 人未満の事業所で 20％前後、1,000 人以上の企業では 30％以上 

  の企業で接続のできる状況にある。 

 

図１－９ 外出先等からＬＡＮへの接続状況（産業別、従業者規模別） 
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 (2) 外出先等からイントラネットへの接続状況 

 

   イントラネットを構築している企業のうち、外出先等からイントラネットに接続可能な企業は 

  約３分の１（34.1％）で、接続できないが「具体的に接続する予定がある」は 21.7％、「予定も 

  ない」は 34.6％となっている。 

   前回調査と比較するために従業者規模 300 人以上の企業をみると、利用率に変化はみられない 

  が「具体的に接続する予定がある」が前回調査よりも 8.0 ポイント減少している。 

図１－１０ 外出先等からイントラネットへの接続状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１１ 外出先等からイントラネットへの接続状況の推移（従業者規模３００人以上の企業） 
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   産業別にみると、建設業が 45.8％で最も高く、製造業（40.9％）、運輸・通信業（37.7％）、サ 

  ービス業、その他（32.7％）などと続いている。 

   従業者規模別にみると、1,000 人未満の事業所で 30％前後、1,000 人以上の企業では約 40％の 

  構築率となっている。 

 

図１－１２ 外出先等からイントラネットへの接続状況（産業別、従業者規模別） 
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４ ＬＡＮやイントラネット接続端末１台当たりの使用人数 

 

  ＬＡＮやイントラネットに接続されている、端末１台当たりの使用人数は、「５人以上」が 27.3％ 

 で最も多くなっている。次いで「２人」（22.8％）、「１人」（18.2％）、「３人」（17.3％）、「４人」 

 （10.2％）の順となっている。 

 

図１－１３ ＬＡＮやイントラネット接続端末１台当たりの使用人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  産業別にみると、サービス業、その他では「１人」（26.7％）が比較的多くなっている。また、卸 

 売・小売業、飲食店と金融・保険業では、「５人以上」が、建設業と運輸・通信業では「２人」が比 

 較的多くなっている。 

  従業者規模別にみると、規模が大きくなるほど「１人」の割合が高くなり、2,000 人以上では約 

 ３分の１（32.7％）となっている。 

 

表１－１ ＬＡＮやイントラネット接続端末１台当たりの使用人数（産業別、従業者規模別）  

                                            単位：(%) 

                 ｎ １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答 

合  計 1,364  18.2  22.8  17.3  10.2  27.3  4.3  

【産 業 別】        

建 設 業 99  14.3  30.4  15.9  6.6  28.9  3.9  

製 造 業 506  18.2  24.5  15.3  15.1  23.7  3.1  

運輸・通信業 95  12.4  30.5  19.3  11.1  24.0  2.8  

卸売・小売業、飲食店 401  15.4  18.0  18.5  6.6  33.9  7.7  

金融・保険業 26  19.6  23.6  13.1  8.5  33.9  1.4  

サービス業、その他 236  26.7  20.7  19.9  7.0  23.8  2.0  

【従業者規模別】        

100～299人 877  16.5  22.7  16.7  10.9  29.1  4.2  

300人以上（計） 487  21.2  22.8  18.5  8.9  24.1  4.5  

300～ 499人 184  19.5  21.9  19.7  8.5  25.7  4.7  

500～ 999人 174  19.1  21.0  19.0  10.6  25.7  4.6  

1,000～1,999人 69  21.3  28.4  16.4  8.7  20.4  5.0  

2,000人以上 60  32.7  24.4  16.0  5.5  18.6  2.8  
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５ ＬＡＮやイントラネットの利用上の問題点 

 

  ＊ この設問では、回答を３つまで選択し、重視する順に記入してもらった。集計に当たっては、 

   １番目に重視する項目に３点、２番目に重視する項目に２点、３番目に重視する項目に１点を 

   与え、回答企業数に最高点の３点を乗じた数を基数にして、それぞれの割合を求めた。 

 

  ＬＡＮやイントラネットを利用する上での問題点としては、「セキュリティ対策の確立が難しい」 

 （46.1％）、「運用・管理者の人材が不足」（45.7％）、「運用・管理、人材育成の費用が増大」（31.0％） 

 の比率が高く、次いで「障害の復旧に時間がかかる」（13.9％）などが続いている。 

 

図１－１４ ＬＡＮやイントラネットの利用上の問題点 
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  回答した企業が１割（10％）以上の項目を産業別にみると、運輸・通信業では、「セキュリティ対 

 策の確立が難しい」（37.5％）よりも「運用・管理者の人材が不足」（53.1％）の比率の方が高くな 

 っている。 

  従業者規模別にみると、規模が大きくなるほど「セキュリティ対策の確立が難しい」の割合が高 

 くなり、2,000 人以上では 61.7％となっている。 

 

表１－２ ＬＡＮやイントラネットの利用上の問題点―回答企業が１割以上（産業別、従業者規模別） 

                                                単位：(%) 

 ｎ 
セキュリティ対策

の確立が難しい 

運用・管理者の人

材が不足 

運用･管理、人材育

成の費用が増大 

障害の復旧に時間

がかかる 

社外秘情報の漏洩

防止が困難 

導入成果が得られ

ていない 

合  計 1,364  46.1  45.7  31.0  13.9  11.7  10.6  

【産 業 別】        

建 設 業 99  49.6  45.1  24.4  11.0  12.2  16.8  

製 造 業 506  44.2  48.0  34.2  15.6  9.2  11.2  

運輸・通信業 95  37.5  53.1  33.3  12.8  9.7  14.8  

卸売・小売業、飲

食店 
401  44.0  43.3  32.2  14.1  12.2  9.4  

金融・保険業 26  59.7  42.1  32.3  9.4  19.4  9.0  

サービス業、その

他 
236  54.2  42.5  24.2  12.2  15.6  7.3  

【従業者規模別】        

100～299人 877  42.9  46.4  30.8  14.6  10.7  11.0  

300人以上（計） 487  51.7  44.5  31.5  12.7  13.4  9.8  

300～ 499人 184  46.8  45.5  32.9  14.7  11.8  9.7  

500～ 999人 174  51.7  45.5  28.3  11.4  14.2  10.9  

1,000～1,999人 69  56.3  43.9  32.2  12.5  15.1  10.1  

2,000人以上 60  61.7  39.2  35.9  11.0  13.8  6.7  
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６ ＬＡＮやイントラネットの構築目的 

 

  ＊ この設問では、回答を３つまで選択し、重視する順に記入してもらった。集計に当たっては、 

   １番目に重視する項目に３点、２番目に重視する項目に２点、３番目に重視する項目に１点を 

   与え、回答企業数に最高点の３点を乗じた数を基数にして、それぞれの割合を求めた。 

 

  ＬＡＮやイントラネットの構築目的は、「企業内での業務情報やデータの共有化」の比率が 

 71.9％で最も高く、次いで「業務のスピードアップ」（24.0％）などの順となっている。 

 

図１－１５ ＬＡＮやイントラネットの構築目的(構築企業) 
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  回答した企業が１割以上(10%)以上の項目を産業別にみても、大きな差はみられない。 

  従業者規模別にみると、「プリンターなどの出力装置の共有化」は規模が小さくなるほど、「企業 

 内でのグループウェアやワークフローの実現」は規模が大きくなるほど高くなる傾向がみられるが、 

 その他では大きな差はみられない。 

 

表１－３ ＬＡＮやイントラネットの構築目的―回答企業が１割以上（構築企業）（産業別、従業者規模別） 

                                                 単位：(%) 

 ｎ 

企 業 内 で の

業 務 情 報 や

デ ー タ の 共

有化 

業 務 の ス ピ

ードアップ 

電 子 メ ー ル

サ ー ビ ス の

実現 

プ リ ン タ ー

な ど の 出 力

装 置 の 共 有

化 

ペーパレス、

人 件 費 削 減

等 に よ る コ

ストの削減 

企 業 内 で の

ア プ リ ケ ー

シ ョ ン の 共

有化 

企 業 内 で の

グ ル ー プ ウ

ェ ア や ワ ー

ク フ ロ ー の

実現 

合  計 1364  71.9  24.0  20.8  19.8  12.0  11.2  10.9  

【産 業 別】         

建 設 業 99  77.6  20.7  16.7  21.8  14.0  9.5  10.0  

製 造 業 506  71.2  27.4  21.7  20.1  12.4  9.8  11.1  

運輸・通信業 95  70.2  20.8  19.1  20.0  10.8  16.8  9.6  

卸売・小売業、飲食

店 
401  70.7  23.7  20.7  17.4  12.6  10.4  11.4  

金融・保険業 26  76.4  24.5  22.3  12.8  19.7  6.6  16.5  

サービス業、その他 236  73.1  19.9  21.0  22.9  9.3  14.5  9.9  

【従業者規模別】         

100～299人 877  72.1  25.3  18.0  22.4  11.6  13.3  7.8  

300人以上（計） 487  71.5  21.7  25.8  15.0  12.8  7.5  16.4  

300～ 499人 184  70.2  21.0  23.6  17.4  12.2  8.1  14.4  

500～ 999人 174  70.6  22.3  26.4  15.6  12.0  7.9  15.8  

1,000～1,999人 69  77.0  22.0  28.6  11.9  16.0  5.5  18.7  

2,000人以上 60  72.1  21.8  27.5  9.4  13.3  6.4  21.7  
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  ＬＡＮやイントラネットの構築予定企業における目的も、「企業内での業務情報やデータの共有 

 化」（60.3％）の比率が最も高くなっている。次いで「企業内でのグループウェアやワークフローの 

 実現」（14.9％）などが続いている。 

  

図１－１６ ＬＡＮやイントラネットの構築目的（構築予定企業） 
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７ エクストラネットの利用状況 

 

  エクストラネットを「利用している」企業は 3.6％となっている。一方、利用していないが「具 

 体的に利用する予定がある」企業は 6.9％、「予定もない」は 58.8％となっている。 

  前回調査と比較するために従業者規模 300 人以上の企業をみると、利用率は前回調査よりも 

4.8 ポイント増加して 7.6％となっている 

 

 

図１－１７ エクストラネットの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１８ エクストラネットの利用状況の推移(従業者規模 300 人以上の企業) 
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  産業別にみても差はみられない。 

  従業者規模別にみると、製造業が 5.5％で最も高く、金融・保険業（4.7％）、サービス業、その 

他（3.9％）と続いている。 

 従業者規模別にみると、規模が大きくなるほど利用率も高くなっており、2,000 人以上では 19.2％ 

となっている。 

 

図１－１９ エクストラネットの利用状況（産業別、従業者規模別） 
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８ エクストラネットの利用目的 

 

  ＊ この設問では、回答を３つまで選択し、重視する順に記入してもらった。集計に当たっては、 

   １番目に重視する項目に３点、２番目に重視する項目に２点、３番目に重視する項目に１点を 

   与え、回答企業数に最高点の３点を乗じた数を基数にして、それぞれの割合を求めた。 

 

  エクストラネットを利用している企業にエクストラネットの利用目的をきいたところ、「電子デ 

 ータ交換（ＥＤＩ）の実現」の比率が 43.4％と最も高く、次いで「オフィス外からのアクセス可能」 

 （24.5％）、「関連企業間での顧客情報の共有」（23.8％）、「他企業間での共同作業、共同設計」 

 （22.5％）などと続いている。 

 

図１－２０ エクストラネットの利用目的(利用企業) 
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  産業別にみると、建設業では「関連企業間でのワークフローの実現」（57.6％）を、製造業では「電 

 子データ交換（ＥＤＩ）の実現」（54.7％）を半数以上があげている。 

 

表１－４ エクストラネットの利用目的(利用企業)（産業別、従業者規模別） 

                                                 単位：(%) 

 ｎ 
電子データ
交換（ＥＤ
Ｉ）の実現 

オフィス外
からのアク
セス可能 

関連企業間
での顧客情
報の共有 

他企業間で
の共同作業、
共同設計 

関連企業間
でのワーク
フローの実
現 

電子商取引
（ＥＣ）の
実現 

取引企業の
拡大 

その他 

合計 76  43.4  24.5  23.8  22.5  18.8  16.2  6.2  5.4  

【産業別】          

建設業 4  19.2  18.8  9.8  46.2  57.6  - -  5.7  

製造業 38  54.7  25.4  20.1  22.2  11.2  24.1  6.2  6.4  

運輸・通信業 4  12.0  - 40.5  - 41.7  5.8  27.0  3.5  

卸売・小売業、飲食

 
13  32.3  13.0  46.1  19.7  29.8  9.5  2.6  3.0  

金融・保険業 2  21.0  5.7  28.0  7.6  7.6  24.3  24.6  31.6  

サービス業、その他 17  42.0  40.4  13.1  27.6  14.6  9.1  3.0  2.8  

【従業者規模別】          

100～299人 32  37.4  33.8  23.7  21.7  13.3  22.3  3.6  1.0  

300人以上（計） 44  47.9  17.6  23.8  23.0  22.9  11.8  8.1  8.6  

300～499人 11  38.3  25.3  33.7  28.2  25.8  12.1  5.8  5.5  

500～999人 15  45.9  15.9  30.4  17.6  29.3  0.3  10.4  7.0  

1000～1999人 7  59.2  18.9  10.6  19.3  20.4  14.1  5.4  11.8  

2000人以上 12  52.6  12.0  14.1  27.2  14.0  24.4  8.7  11.6  

 

  エクストラネットの利用を予定している企業における目的も、「電子データ交換（ＥＤＩ）の実現」 

 （43.8％）の比率が最も高くなっている。次いで「関連企業間での顧客情報の共有」（29.0％）など 

 が続いている。 

図１－２１ エクストラネットの利用目的（利用予定企業） 
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第２章 パソコン通信サービスとインターネットの利用状況 

 １ パソコン通信サービスの利用状況 

 

   パソコン通信サービスを利用している企業は 41.8％で、その内訳は「全社的に利用している」 

  企業が 4.3％、「一部の事業所または部門で利用している」が 37.5％となっている。一方、利用し 

  ていないが「具体的に利用する予定がある」は 5.5％、「予定もない」は 42.6％となっている。 

 

図２－１ パソコン通信サービスの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   前回調査と比較するために従業者規模 300人以上の企業をみると、利用率が前回調査よりも 3.9 

  ポイント減少して 52.5％となっている。 

 

図２－２ パソコン通信サービスの利用状況の推移（従業者規模３００人以上の企業） 

 

 

無回答
10. 1%

利用し ていな
いが具体的に
利用する予定

がある
5. 5%

一部の事業所
または部門で
利用し ている

37. 5%

全社的に利用
し ている

4. 3%

利用し ていな
いし 具体的な
予定も ない

42. 6%

( n=2, 108)

56. 4

52. 5

( 4. 3)

( 3. 1)

0 10 20 30 40 50 60 70

利用し ている 利用する予定がある

平成９ 年( n=1, 989)

平成10年( n=577)

単位： ( %)



 -28- 

   産業別にみると、金融・保険業（54.3％）の利用率が最も高く、建設業（48.4％）と製造業（47.5％） 

  も５割近い利用率となっている。 

   従業者規模別にみると、規模が大きくなるほど利用率も高くなり、2,000 人以上の企業では、 

  約４分の３（74.3％）となっている。 

 

図２－３ パソコン通信サービスの利用状況（産業別、従業者規模別） 
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２ インターネットの利用状況 

 

  インターネットを利用している企業は 63.8％で、その内訳は「全社的に利用している」企業が 

 14.4％、「一部の事業所または部門で利用している」が 49.3％となっている。一方、利用していな 

 いが「具体的に利用する予定がある」は 8.8％、「予定もない」は 22.9％となっている。 

 

図２－４ インターネットの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  前回の調査結果と比較するために従業者規模 300 人以上の企業をみると、前回調査より 11.8 ポイ 

 ント増加し利用率は 80.0％となっている。 

 

図２－５ インターネットの利用状況の推移（従業者規模 300 人以上の企業） 
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  産業別にみると、利用率は金融・保険業（79.7％）が最も高く、運輸・通信業（50.5％）が最も 

 低くなっている。 

  従業者規模別にみると、規模が大きくなるほど利用率も高くなり、2,000 人以上の企業では、９ 

 割（92.3％）となっている。 

 

図２－６ インターネットの利用状況（産業別、従業者規模別） 
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３ インターネットの利用上の不満点 

 

  ＊ この設問では、回答を３つまで選択し、重視する順に記入してもらった。集計に当たっては、 

   １番目に重視する項目に３点、２番目に重視する項目に２点、３番目に重視する項目に１点を 

   与え、回答企業数に最高点の３点を乗じた数を基数にして、それぞれの割合を求めた。 

 

  インターネットを利用している企業に、インターネットの利用上の不満点をきいたところ、「ウイ 

 ルスの感染が心配である」の比率が 48.9％で最も高く、次いで「セキュリティに心配がある」 

 （39.6％）、「情報検索に手間がかかる」（28.9％）、「通信料金が高い」（25.5％）などと続いている。 

 

図２－７ インターネットの利用上の不満点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  回答した企業が１割(10％)以上の項目を産業別にみると、金融・保険業では「セキュリティに心 

 配がある」（57.3％）が、「ウイルスの感染が心配である」（56.3％）とほぼ同率となっている。 

  従業者規模別にみると、「セキュリティに心配がある」は、規模が大きくなるほど高く、2,000 人 

 以上では５割以上（54.6％）となり、「ウイルスの感染が心配である」（50.4％）よりも高くなって 

 いる。 

 

表２－１ インターネットの利用上の不満点―回答企業が１割以上（産業別、従業者規模別） 単位：(%) 

                 ｎ 
ウイルスの感染

が心配である    

セキュリティに

心配がある     

情報検索に手間

がかかる      
通信料金が高い          

合  計 1,344 48.9  39.6  28.9  25.5  

【産 業 別】      

建 設 業 104 50.6  43.5  29.5  27.5  

製 造 業 475 49.4  38.1  27.7  25.3  

運輸・通信業 105 50.6  38.3  30.5  23.3  

卸売・小売業、飲食店 387 48.8  39.6  29.0  24.7  

金融・保険業 27 56.3  57.3  19.0  22.9  

サービス業、その他 246 46.0  39.9  31.2  27.4  

【従業者規模別】      

100～299人 882 47.4  36.1  30.7  25.4  

300人以上（計） 462 51.9  46.4  25.4  25.6  

300～ 499人 174 52.2  41.5  28.9  24.9  

500～ 999人 161 50.6  47.7  23.4  28.4  

1,000～1,999人 70 55.1  48.7  26.9  23.6  

2,000人以上 57 50.4  54.6  18.4  22.1  

48. 9
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情報検索に手間がかかる　 　 　 　 　 　 　 　 　

通信料金が高い　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

送信し た電子メ ールがいつ届く か分から ない

電子的決済手段の信頼性に不安がある　 　 　

知的財産の保護に不安がある　 　 　 　 　 　 　

データ の伝達経路がわから ない　 　 　 　 　 　

認証技術の信頼性に不安がある　 　 　 　 　 　

その他の点　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

単位： ( %)

(n=1,344) 
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第３章 電子メールの利用状況 

  １ 電子メールの利用状況 

 

    電子メールを利用している企業は 57.3％で、その内訳は「自社内でのみ利用している」企業が 

  13.3％、「社内外で利用している」が 44.1％となっている。一方、利用していないが「具体的に 

  利用する予定がある」は 12.0％、「予定もない」は 25.0％となっている。 

 

図３－１ 電子メールの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   前回調査と比較するために従業者規模 300 人以上の企業をみると前回（62.7％）より 13.5 ポイ 

  ント増加し、利用率は 76.2％となっている。「自社内でのみ利用している」は変わらないが、「社 

  内外で利用している」が、前回（45.4％）よりも 13.7 ポイント増加し 59.1％となっている。 

 

図３－２ 電子メールの利用状況の推移（従業者規模 300 人以上の企業） 
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   産業別にみると、利用率が高いのは金融・保険業（73.4％）と製造業（66.6％）である。 

   従業者規模別にみると、規模が大きくなるほど利用率も高くなり、2,000 人以上の企業では、 

  ９割（91.4％）となっている。また利用の内訳でも、「社内外で利用している」企業は、規模が大 

  きくなるほど多くなっている。 

 

図３－３ 電子メールの利用状況（産業別、従業者規模別） 
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２ 電子メールの利用形態 

 

  電子メールを利用している企業に、どのようなシステムを採用しているかきいたところ、「インタ 

 ーネット」（63.6％）と「自社（関連会社を含む。）に設置したシステム」（50.4％）が多く、「外部 

 パソコン通信ネット」（14.9％）、「外部ＶＡＮセンター（パソコン通信ネットを除く。）」（3.8％）は 

 少なくなっている。 

 

図３－４ 電子メールの利用形態（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  前回調査と比較するために従業者規模 300 人以上の企業をみると、「外部パソコン通信ネット」 

 を除く、すべての形態で利用率は増加している。 

 

図３－５ 電子メールの利用形態の推移（従業者規模 300 人以上の企業） 
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  産業別にみると、金融・保険業では「インターネット」（57.0％）よりも、「自社（関連会社を含 

 む。）に設置したシステム」（66.3％）の方が多くなっているが、その他の産業では、「インターネッ 

 ト」を最も多く答えている。 

  従業者規模別にみると、「自社（関連会社を含む。）に設置したシステム」は、規模が大きくなる 

 ほど多くなり、2,000 人以上の企業では、８割（83.4％）となっている。 

 

表３－１ 電子メールの利用形態（産業別、従業者規模別） 

                                               単位：(%) 

 

ｎ 
自社（関連会社
を含む。）に設置
したシステム 

外部パソコン通
信ネット 

外部ＶＡＮセン
ター（パソコン
通信ネットを除

く。） 

インターネット 

合  計 1,209 50.4 14.9 3.8 63.6 

【産 業 別】     

建 設 業 79 54.4 13.8 3.7 61.2 

製 造 業 458 51.2 18.5 4.3 62.1 

運輸・通信業 92 41.1 7.5 4.6 74.1 

卸売・小売業、飲食店 340 52.5 10.6 3.8 62.8 

金融・保険業 25 66.3 13.1 5.4 57.0 

サービス業、その他 214 46.1 17.9 2.1 65.0 

【従業者規模別】     

100～299人 769 40.3 13.6 2.7 65.1 

300人以上（計） 440 68.2 17.1 5.6 60.9 

 300～499人 165 60.0 15.4 7.4 62.7 

 500～999人 153 67.5 19.7 5.7 59.6 

1,000～1,999人 65 77.7 17.4 2.3 61.1 

2,000人以上 56 83.4 14.5 3.9 58.6 
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第４章 ＶＡＮサービスの利用状況 

 １ ＶＡＮサービスの利用状況 

 

   ＶＡＮサービスを利用している企業は 23.4％で、その内訳は「全社的に利用している」企業が 

  5.8％、「一部の事業所または部門で利用している」が 17.6％となっている。一方、利用していな 

  いが「具体的に利用する予定がある」は 5.1％、「予定もない」は 64.8％となっている。 

   前回調査と比較するために従業者規模 300 人の企業をみても、大きな変化はみられない。 

 

図４－１ ＶＡＮサービスの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２ ＶＡＮサービスの利用状況の推移（従業者規模３００人以上の企業） 
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   産業別にみると、卸売・小売業、飲食店（36.7％）での利用率が最も高くなっている。 

   従業者規模別にみると、利用率は規模が大きくなるほど高くなり、2,000 人以上の企業では、 

  ６割（61.3％）となっている。 

 

図４－３ ＶＡＮサービスの利用状況（産業別、従業者規模別） 
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２ ＶＡＮサービスの利用用途 

 

  ＶＡＮサービスを利用している企業に、その利用用途をきいたところ、「受発注システムを利用し 

 ている」（49.1％）が最も多く、次いで「ＥＤＩに利用している」（36.1％）、「外部データベースへ 

 の接続に利用している」（21.6％）などの順となっている。 

 

図４－４ ＶＡＮサービスの利用用途（複数回答） 
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( n=493)



 -39- 

  回答した企業が１割（10％）以上の項目を産業別にみると、「受発注システムを利用している」は、 

 製造業（60.2％）と卸売・小売業、飲食店（55.4％）で多くなっている。 

  従業者規模別にみても、差はみられない。 

 

表４－１ ＶＡＮサービスの利用用途―回答企業が１割以上（産業別、従業者規模別） 

                                                  単位：(%) 

 ｎ 
受発注システ

ムを利用   
ＥＤＩに利用       

外部データベ
ースへの接続
に利用 

電子メールに

利用     

ＬＡＮ間接続

に利用 

専用回線で広
域内線電話網
に利用  

合  計 493  49.1  36.1  21.6  14.9  14.2  13.2 

【産 業 別】        

建 設 業 16  2.6  28.1  45.7  30.7  29.7  21.0 

製 造 業 171  60.2  39.1  13.8  19.0  11.8  12.2 

運輸・通信業 33  29.4  38.6  35.7  14.8  14.4  7.0 

卸売・小売業、飲食店 220  55.4  36.4  21.6  7.9  12.1  14.2 

金融・保険業 10  2.7  10.2  34.3  16.4  22.7  24.2 

サービス業、その他 44  16.6  30.0  29.6  27.6  26.3  12.1 

【従業者規模別】        

100～299人 255  53.6  29.7  21.5  15.0  11.7  11.1 

300人以上（計） 238  44.3  43.0  21.8  14.8  16.8  15.5 

300～ 499人 74  40.0  30.1  24.9  14.8  16.8  18.6 

500～ 999人 91  48.4  50.3  19.9  13.5  17.1  11.8 

1,000～1,999人 35  46.3  43.7  25.2  14.2  12.9  15.2 

2,000人以上 38  41.0  50.2  17.2  18.0  19.9  18.6 
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第５章 ＥＤＩの利用状況 

 １ ＥＤＩの利用状況 

 

   異なる企業間で、広く合意された標準的な規約を用い、商取引データをコンピュータと通信を 

  つかって交換する、ＥＤＩ（電子データ交換）を利用している企業は、20.4％となっている。一 

  方、利用していないが「具体的に利用する予定がある」は 6.9％、「予定もない」は 66.1％となっ 

  ている。 

 

図５－１ ＥＤＩの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   前回調査と比較するために従業者規模 300 人以上の企業をみると、今回の利用率は 33.4％とな 

  り、前回調査（38.0％）と比べてやや低くなっている。「具体的に利用する予定がある」企業は、 

  前回調査とほぼ同じである。 

 

図５－２ ＥＤＩの利用状況の推移（従業者規模 300 人以上の企業） 
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利用し ている 利用し ていないが具体的に利用の予定がある

単位： ( %)
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   産業別にみると、金融・保険業（31.3％）と卸売・小売業、飲食店（30.2％）の利用率が高く 

  なっている。 

   従業者規模別にみると、利用率は規模が大きくなるほど高くなり、2,000 人以上の企業では、 

  ５割（51.6％）となっている。 

 

図５－３ ＥＤＩの利用状況（産業別、従業者規模別） 
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建　 設　 業( n=149)
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運輸・ 通信業( n=207)
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金融・ 保険業( n=34)

サービス業、 その他( n=431)

【 従業者規模別】
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300人以上（ 計） ( n=577)

300～ 499人( n=233)

500～ 999人( n=204)

1, 000～1, 999人( n=78)

2, 000人以上( n=62)

利用し ている 利用し ていないが具体的に利用の予定がある
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２ インターネットを活用したＥＤＩの利用状況とその理由 

 (1) インターネットを活用したＥＤＩの利用状況 

 

   ＥＤＩを利用している企業に、インターネットを活用したＥＤＩの利用状況をきいたところ、 

  利用率は 27.5％となっている。その内訳をみると、「すべての業務で活用している」企業は 0.8％ 

  と少なく、ほとんどが「一部の業務で活用している」（26.7％）となっている 

   前回調査と比較するために従業者規模 300人以上の企業をみると、利用率は前回調査よりも 9.1 

  ポイント増加して 25.1％となっている。 

 

図５－４ インターネットを活用したＥＤＩの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－５ インターネットを活用したＥＤＩの利用状況の推移 

（従業者規模３００人以上の企業） 
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   産業別にみると、利用率は建設業（55.6％）に高くなっている。 

   従業者規模別にみても、大きな差はみられない。 

 

図５－６ インターネットを活用したＥＤＩの利用状況（産業別、従業者規模別） 
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 (2) ＥＤＩにインターネットを活用した理由 

 

   インターネットを活用して、ＥＤＩを利用している企業に、その理由をきいたところ、「コンピ 

  ュータの種類が異なっても利用できる」が 33.8％と最も多く、次いで「通信コストが安い」 

  （24.9％）、「電子メール等使用可能なアプリケーションが増えるため」（13.7％）、「新規顧客の 

  開拓、取引先の拡大に役立つ」（11.6％）などと続いている。 

 

図５－７ ＥＤＩにインターネットを活用した理由（複数回答） 
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３ ＥＤＩの普及に対する問題点 

 

  ＊ この設問では、回答を３つまで選択し、重視する順に記入してもらった。集計に当たっては、 

   １番目に重視する項目に３点、２番目に重視する項目に２点、３番目に重視する項目に１点を 

   与え、回答企業数に最高点の３点を乗じた数を基数にして、それぞれの割合を求めた。 

 

  ＥＤＩの普及に対して、どのような問題点があるかきいたところ、比率の高い順に「ＥＤＩを行 

 う環境がまだ整っていない」（23.7％）、「システムの構築に専門知識を要する」（23.0％）、「伝票や 

 データフォーマット等が業界によって異なる」（18.4％）、「セキュリティ対策が十分でない」 

 （15.0％）、「設備投資の費用負担が大きい」（12.0％）、「企業の電子化が不十分」（11.2％）などと 

 なっている。 

 

図５－８ ＥＤＩの普及に対する問題点 
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  回答した企業が１割(10％)以上の項目を産業別にみると、「セキュリティ対策が十分でない」は、 

 金融・保険業（26.6％）と建設業（22.8％）でやや高くなっている。 

  従業者規模別にみると、「システムの構築に専門知識を要する」は、規模が小さくなるほど比率が 

 高くなる傾向がみられる。また「伝票やデータフォーマットが業界により異なる」は、規模が大き 

 くなるほど比率が高くなり 1,000 人以上の企業で３割以上と高くなっている。 

 

表５－１ ＥＤＩの普及に対する問題点―回答企業が１割以上（産業別、従業者規模別） 

                                      単位：(%) 

 ｎ 
ＥＤＩを行う
環境がまだ整
っていない 

システムの構
築に専門知識
を要する 

伝票やデータ
フォーマット

等が業界によ
り異なる 

セキュリティ
対策が十分で
ない 

設備投資の費
用負担が大き
い 

企業の電子化

が不十分 

合計 2,108  23.7  23.0  18.4  15.0  12.0  11.2  

【産 業 別】        

建設業 149  25.6  28.8  13.9  22.8  9.8  14.4  

製造業 688 23.4  22.3  21.0  16.2  12.2  14.4  

運輸・通信業 207  19.2  26.2  19.9  9.1  11.5  8.7  

卸売・小売業、飲食店 599  22.4  23.5  20.4  14.8  13.1  7.8  

金融・保険業 34  20.0  20.4  14.9  26.6  13.7  10.0  

サービス業、その他 431  27.7  20.2  12.7  12.7  11.2  10.9  

【従業者規模別】        

100～299人 1531  24.2  24.4  15.2  13.1  12.6  11.1  

300人以上（計) 577  22.3  19.3  26.9  20.1  10.4  11.5  

300～499人 233  23.6  21.4  23.0  19.0  9.8  11.1  

500～999人 204  21.5  19.3  26.3  20.3  12.8  11.7  

1000～1999人 78  24.1  16.3  31.0  21.9  7.7  12.1  

2000人以上（計） 62  18.2  15.4  38.6  21.4  8.6  11.4  
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第６章 通信ネットワークの安全対策 

 １ データセキュリティの対応状況 

 

   通信ネットワークのデータセキュリティについて、対応状況をきいたところ、何らかの具体的 

  な対応をしている企業は６割（60.0％）となっている。具体的な対応策としては、「パスワードの 

  採用によるアクセス制御」が 54.6％と最も多く、次いで「個人又は部門ＩＤの採用による利用者 

  確認」（28.3％）、「ファイアウォールの利用」（15.0％）などとなっている。 

 

図６－１ データセキュリティの対応状況（複数回答） 
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   利用している通信ネットワーク別の対応状況をみると、イントラネット構築企業においては対 

  応が進んでおり、何らかの対応をしている企業の割合が 93.7％と非常に高くなっている。 

 

表６－１ データセキュリティの対応状況（利用している通信ネットワーク別） 

                                            単位：(%) 

 ＬＡＮ構築企業 
イントラネット

構築企業 

インターネット

利用企業 
ＥＤＩ利用企業 

ｎ 1,326 464 1,344 431 

対 応 し て い る 80.9 93.7 78.0 79.6 

パスワードの採用によるアク

セス制御 
73.8 86.0 71.7 72.4 

個人又は部門ＩＤの採用によ

る利用者確認 
40.8 55.4 37.9 45.1 

フ ァ イ ア ウ ォ ー ﾙ の 利 用 23.0 46.0 22.7 34.7 

代 理 サ ー バ ー 等 の 利 用 10.5 21.7 11.7 12.8 

回 線 監 視 8.3 15.6 7.6 9.4 

認証技術等の利用による本人

確認 
3.4 6.6 3.6 5.5 

デ ー タ の 暗 号 化 2.0 4.1 2.2 2.6 

Ｖ Ｐ Ｎ の 利 用 1.4 2.9 1.6 1.2 

暗 号 化 装 置 の 利 用 1.2 2.5 1.2 1.0 

セキュリティ調査サービスの

利用 
0.7 1.5 0.8 1.0 

そ の 他 の 対 応 4.6 5.2 4.5 3.2 

外部の事業者に任せているの

で分からない 
2.2 2.1 1.9 4.0 

特 に 対 応 し て い な い 14.5 3.4 17.0 14.4 
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   データセキュリティの対応策として、利用率の高い上位５項目について産業別にみると、金融・ 

  保険業に何らかの対応をしている企業の割合が高く（78.7％）、特に「パスワードの採用によるア 

  クセス制御」（70.1％）や「個人又は部門ＩＤの採用による利用者確認」（52.5％）が多くなって 

  いる。一方、運輸・通信業では、約４割が「特に対応していない」（39.2％）と回答している。 

   従業者規模別にみると、何らかの対応をしている企業の割合は、規模が大きくなるほど高くな 

  り、2,000 人以上の企業では９割（91.6％）となっている。 

 

表６－２ データセキュリティの対応状況－上位５項目（産業別、従業者規模別） 

                                               単位：(%) 

 ｎ 
対 応 し て

いる 

パ ス ワ ー

ド に よ る

ア ク セ ス

制御 

個 人 又 は

部 門 Ｉ Ｄ

で の 利 用

者確認 

フ ァ イ ア

ウ ォ ー ル

の利用 

代 理 サ ー

バ ー 等 の

利用 

回線監視 

合  計 2,108  60.0 54.6  28.3  15.0  7.6  5.5  

【産 業 別】        

建 設 業 149  66.6 62.5  25.6  14.9  5.2  4.6  

製 造 業 688  67.7 61.2  30.6  18.6  9.3  5.6  

運輸・通信業 207  39.4 38.5  18.1  7.4  2.8  2.5  

卸売・小売業、飲食店 599  60.0 53.5  30.0  13.8  6.2  5.4  

金融・保険業 34  78.7 70.1  52.5  23.2  7.0  15.2  

サービス業、その他 431  53.8 49.1  26.4  13.9  10.1  6.4  

【従業者規模別】        

100～299人 1,531  52.9 48.0  21.8  8.6  5.9  4.0  

300人以上（計） 577  79.0 72.1  45.8  32.0  12.0  9.5  

300～ 499人 233  73.5 67.9  39.2  22.6  9.8  6.3  

500～ 999人 204  78.9 70.7  45.6  29.7  9.9  9.3  

1,000～1,999人 78  85.6 78.1  51.3  44.2  15.1  11.4  

2,000人以上 62  91.6 85.2  64.7  59.5  23.2  19.9  
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２ ウイルス対策の対応状況 

 

  何らかのウイルス対策をとっている企業は、52.7％で、「クライアントにウイルスチェックプログ 

 ラムを導入している」（41.4％）が最も多く、以下「サーバーにウイルスチェックプログラムを導入 

 している」（23.1％）、「その他の対策」（3.4％）、「外部接続の際にウイルスウォールを構築してい 

 る」（3.3％）の順となっている。 

図６－２ ウイルス対策の対応状況（複数回答） 
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  産業別にみると、何らかの対策をとっている企業の割合は、金融・保険業（79.7％）で高く、特 

 にほぼ３社に２社が「クライアントにウイルスチェックプログラムを導入している」（64.8％）を、 

 ４割が「サーバーにウイルスチェックプログラムを導入している」（40.4％）という対策をとってい 

 る。一方、運輸・通信業は 47.5％が「何も行っていない」と回答している。 

  従業者規模別にみると、何らかの対応をしている企業の割合は、規模が大きくなるほど高くなり、 

 2,000 人以上の企業では、９割（89.8％）となっている。 

  構築しているネットワーク別にみると、いずれも何らかの対策をとっている企業の比率が高く、 

 特にエクストラネット利用企業のほとんど（95.1％）が対策をとっており、８割が「クライアント 

 にウイルスチェックプログラムを導入している」（86.6％）を、半数が、「サーバーにウイルスチェ 

 ックプログラムを導入している」（52.1％）という対策をとっている。 

 

表６－３ ウイルス対策の対応状況（産業別、従業者規模別、構築ネットワーク別） 

                                                 単位：(%) 

 ｎ 
対応している

（計） 

クライアント

にウイルスチ

ェックプログ

ラムを導入し

ている 

サーバーにウ

イルスチェッ

クプログラム

を導入してい

る 

外部接続の際

にウイルスウ

ォールを構築

している 

その他の対策 
何も行ってい

ない 
無 回 答 

合  計 2,108  52.7  41.4  23.1  3.3  3.4  35.5  11.7 

【産 業 別】         

建 設 業 149  52.7  44.1  22.6  3.2  1.5  41.3  6.1 

製 造 業 688  59.5  46.7  23.8  3.0  5.4  31.9  8.6 

運輸・通信業 207  37.6  28.9  16.1  1.9  1.5  47.5  15.0 

卸売・小売業、飲食店 599  51.1  41.4  22.7  4.8  1.8  37.4  11.5 

金融・保険業 34  79.7  64.8  40.4  8.3  7.0  16.8  3.5 

サービス業、その他 431  49.4  36.1  24.6  1.8  4.0  32.6  18.0 

【従業者規模別】         

100～299人 1,531  45.0  33.8  18.5  1.7  3.2  40.7  14.3 

300人以上（計） 577  73.2  61.6  35.3  7.5  4.2  21.8  5.0 

300～ 499人 233  65.9  51.3  30.8  4.8  4.8  27.3  6.8 

500～ 999人 204  73.1  62.5  33.6  5.9  3.9  22.3  4.5 

1,000～1,999人 78  81.9  73.2  40.1  8.7  4.5  15.8  2.2 

2,000人以上 62  89.8  82.3  52.2  20.9  2.7  7.0  3.2 

【構築ネットワーク別】         

ＬＡＮ 1,326 73.1 59.4 32.3 4.7 4.4 24.8 2.1 

イントラネット 464 86.0 68.4 42.1 7.6 6.1 13.8 0.2 

エクストラネット 76 95.1 86.6 52.1 12.8 3.4 4.9 - 

         (注) ＬＡＮ、イントラネット及びエクストラネット利用企業はそれぞれ重複している。 

 



 -52- 

３ ウイルスチェックプログラムの更新周期 

 

  ウイルスチェックプログラムを導入している企業に、プログラムの更新周期をきいたところ、「月 

 に１回以上は更新している」（20.7％）が最も多くなっている。これに「毎日更新している」（4.3％）、 

 「週に１回以上は更新している」（7.5％）、で、月に１回以上更新している企業は約３割（32.5％） 

 となっている。同様に３か月に１回以上では 47.8％となっている（「隔月に１回以上は更新してい 

 る」（5.5％）、「３か月に１回以上は更新している」（9.8％））。また、「導入してから更新していな 

 い」企業は 27.6％となっている。 

 

図６－３ ウイルスチェックプログラムの更新周期 
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( n=1, 028)



 -53- 

  産業別にみると、「導入してから更新していない」企業は、運輸・通信業（35.5％）と卸売・小売 

 業、飲食店（34.1％）で比較的多くなっている。 

  従業者規模別にみると、更新している企業の割合は、規模が大きくなるほど高くなり、2,000 人 

 以上の企業で 86.3％となっている。 

  構築しているネットワーク別にみると、いずれもプログラムを更新している企業の比率が高く、 

 特にエクストラネット利用企業（86.7％）では８割以上となっている。更新周期には、大きな差は 

 みられない。 

 

表６－４ ウイルスチェックプログラムの更新周期（産業別、従業者規模別、構築ネットワーク別） 

                                                   単位：(%) 

 ｎ 
更 新 し て

いる（計） 
毎日 

週 に １ 回

以上 

月 に １ 回

以上 

隔 月 に １

回以上 

３ か 月 に

１回以上 

半 年 に １

回以上 

１ 年 に １

回以上 

１ 年 を 超

える周期 

導 入 し て

か ら 更 新

し て い な

い 

無回答 

合  計 1,028  69.9  4.3  7.5  20.7  5.5  9.8  11.0  7.1  4.1  27.6  2.4 

【産 業 別】             

建 設 業 76  69.5  3.0  8.3  21.8  4.0  7.6  13.1  8.5  3.2  28.1  2.4 

製 造 業 371  76.1  2.4  7.0  23.1  8.3  9.5  12.7  7.7  5.5  21.1  2.8 

運輸・通信業 73  64.3  1.2  6.0  16.0  4.4  10.9  13.0  5.0  7.8  35.5  0.1 

卸売・小売業、飲食店 290  63.3  3.8  9.1  18.7  4.2  11.1  8.6  5.6  2.1  34.1  2.6 

金融・保険業 25  74.0  3.3  4.3  16.5  7.2  15.1  13.7  11.3  2.6  23.6  2.4 

サービス業、その他 194  70.0  10.6  6.4  21.0  2.7  8.4  9.3  8.1  3.4  27.7  2.4 

【従業者規模別】             

100～299人 629  65.2  3.9  8.3  18.7  4.9  8.3  10.4  6.6  4.0  32.6  2.1 

300人以上（計） 399  77.4  5.0  6.0  23.8  6.3  12.3  11.9  7.9  4.2  19.7  2.9 

300～ 499人 142  75.2  4.0  4.9  26.5  4.7  11.2  12.2  8.2  3.5  23.7  1.2 

500～ 999人 142  76.5  6.5  7.3  18.9  8.2  11.8  10.9  7.1  5.8  19.2  4.3 

1,000～1,999人 61  76.8  3.3  5.5  25.3  5.0  10.6  14.7  9.1  3.3  19.1  4.1 

2,000人以上 54  86.3  5.6  6.1  28.1  6.9  18.3  10.4  7.9  2.8  11.6  2.1 

【構築ネットワーク

別】 
            

ＬＡＮ 902 72.8 4.2 8.0 21.2 6.0 10.7 11.2 7.0 4.4 24.9 2.3 

イントラネット 365 77.5 4.1 6.6 26.0 8.2 13.9 10.4 6.1 2.1 19.6 2.9 

エクストラネット 70 86.7 7.6 2.8 24.2 11.0 22.0 13.5 5.0 0.6 12.2 1.1 

         (注) ＬＡＮ、イントラネット及びエクストラネット利用企業はそれぞれ重複している。 
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４ バックアップ対策の対応状況 

 

  通信ネットワークに関して、何らかのバックアップ対策を実施している企業の割合は５割 

 （50.8％）となっている。具体的な内容では、「自家発電装置、無停電電源装置等の設置」の実施率 

 は 45.1％と高いが、「バックアップ回線の確保」（11.4％）など、他の対策の実施率は低くなってい 

 る。 

 

図６－４ バックアップ対策の対応状況 
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  前回調査と比較するために従業者規模 300 人以上の企業をみると、いずれの対策も若干ではある 

 が増加している。 

 

図６－５ バックアップ対策の対応状況の推移（従業者規模 300 人以上の企業） 
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  産業別にみると、何らかの対策を実施している企業は、金融・保険業で 77.8％と多く、いずれの 

 対策も他の産業に比べて実施率が高くなっている。特に実施率が高いのは、「自家発電装置、無停電 

 電源装置等の設置」（65.5％）、「バックアップ回線の確保」（47.2％）、「ＣＰＵや通信制御装置の二 

 重化」（44.2％）、「コンピュータセンター等の耐震性の確保」（43.2％）である。 

  従業者規模別にみると、何らかの対策を実施している企業は、規模が大きくなるほど高くなり、 

 2,000 人以上の企業で 86.1％となっている。2,000 人以上で実施率が高い対策は、「自家発電装置、 

 無停電電源装置等の設置」（75.9％）、「コンピュータセンター等の耐震性の確保」（51.7％）、「バッ 

 クアップ回線の確保」（48.4％）などとなっている。 

 

表６－５ バックアップ対策の対応状況（産業別、従業者規模別） 

                                                 単位：(%) 

 ｎ 
バックアップ

対策を実施

（計） 

バックアップ

の回線確保 

移動体通信、

衛星を併用し

た通信ネット

ワークの構築 

コンピュータ

センター等の

分散化 

コンピュータ

センター等の

耐震性の確保 

自家発電装

置、無停電電

源装置等の設

置 

ＣＰＵや通信

制御装置の二

重化 

完全なバック

アップ体制を

備えた外部事

業者への委託 

合  計 2,108 50.8  11.4  0.8  5.3  6.7  45.1  9.1  5.4  

【産 業 別】          

建 設 業 149 43.9  7.4  0.2  2.6  2.8  41.5  5.7  5.5  

製 造 業 688 59.2  14.3  1.0  6.5  6.3  53.6  7.3  3.3  

運輸・通信業 207 36.3  4.7  0.7  6.1  4.3  31.3  6.8  3.2  

卸売・小売業、飲食店 599 51.4  9.6  1.0  3.7  6.9  45.6  10.4  8.7  

金融・保険業 34 77.8  47.2  3.1  17.9  43.2  65.5  44.2  20.4  

サービス業、その他 431 43.8  11.1  0.6  5.1  6.6  37.4  9.7  4.1  

【従業者規模別】          

100～299人 1,531 43.7  7.6  0.5  3.9  2.9  39.1  6.6  4.6  

300人以上（計） 577 69.7  21.7  1.7  8.9  16.8  61.3  15.7  7.6  

300～ 499人 233 64.8  14.7  -  6.1  9.1  56.3  10.6  5.9  

500～ 999人 204 67.1  20.0  2.5  7.6  12.8  60.7  13.9  7.3  

1,000～1,999人 78 77.9  25.7  1.3  10.8  22.8  66.4  18.8  10.4  

2,000人以上 62 86.1  48.4  6.0  21.7  51.7  75.9  36.7  11.3  
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５ ２０００年問題への対応状況 

 

  ＬＡＮやイントラネットを構築している企業における、２０００年問題に対する対策の完了時期 

 は、調査時点で「対応が完了した」と回答した企業は 22.4％で、調査時点で対応中の企業は６割 

 （61.4％）となっている。いつ完了するかについては、「１９９８年中」は 6.0％と少なく、半数以 

 上が「１９９９年中」（54.8％）となっている。また、「対応の必要はない」と回答した企業の比率 

 は 11.5％となっている。 

 

図６－６ ２０００年問題への対応状況（ＬＡＮやイントラネット構築企業） 
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  産業別にみると、いずれの産業でも２割前後の企業が調査時点で「対応が完了した」と回答して 

 いる。調査時点で対応中の企業の割合は、金融・保険業（78.1％）で高く、「１９９８年中」（7.6％） 

 に完了する予定の企業を除いても、７割（70.4％）が対応中とみられる。また、「対応の必要はない」 

 と回答した企業の比率は、サービス業、その他（19.2％）、運輸・通信業（16.3％）、建設業（15.3％） 

 で比較的高くなっている。 

  従業者規模別にみると、100～299 人の企業では、調査時点で「対応が完了した」（26.2％）割合 

 が高くなっている一方、「対応の必要はない」（15.5％）と回答した企業の比率も高くなっている。 

 また 2,000 人以上では、対応中（84.4％）の企業の比率が高くなっている。 

 

図６－７ ２０００年問題への対応状況（ＬＡＮやイントラネット構築企業）（産業別、従業者規模別） 
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第７章 通信ネットワークの関係経費の状況 

 

    平成９年度（平成９年４月～平成１０年３月）における、通信ネットワーク関係経費をきいた。 

    この章の調査項目は、従業者規模 300 人以上の企業のみを対象としている。 

 

 １ 減価償却費 

 

   通信ネットワークを構成している、コンピュータ端末や通信装置等のうち、買い取ったものの 

  減価償却費は、８割が「500 万円未満」（83.4％）で、１社当たりの平均額は 15.8 百万円となっ 

  ている。 

 

図７－１ 減価償却費の分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   産業別に１社当たりの平均額をみると、金融・保険業（195.9 百万円）が高くなっている。 

 

表７－１ 減価償却費の平均額の推移（産業別） 

                                     （単位：百万円） 

 建設業 製造業 
運輸・ 

通信業 

卸売・小売

業、飲食店 

金融・ 

保険業 

サービス

業、その他 
産業平均 

平成８年 4.6 9.8 10.9 4.6 168.4 13.6 14 

平成９年 3.8 5.6 6.4 8.5 243.8 58.7 24.6 

平成10年 5.1 18.9 4.4 8.2 195.9 4.5 15.8 
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 ２ レンタル・リース料 

 

   通信ネットワークを構成している、コンピュータ端末や通信装置等のうち、レンタルまたはリ 

  ースで使用している場合の年間費用は、約５割が「500 万円未満」（52.2％）で、次いで「1,000 

  ～5,000 万円未満」（20.2％）が多くなっている。１社当たりの平均額は 56.3 百万円となってい 

  る。 

 

 

図７－２ レンタル・リース料の分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   産業別に１社当たりの平均額をみると、金融・保険業（435.2 百万円）が高くなっている。 

 

表７－２ レンタル・リース料の平均額の推移（産業別） 

                                     （単位：百万円）  

 建設業 製造業 
運輸・ 

通信業 

卸売・小売

業、飲食店 

金融・ 

保険業 

サービス

業、その他 
産業平均 

平成８年 28.3  42.7  70.1  46.9  258.4  36.6  51.6  

平成９年 35.6  46.6  32.4  41.0  282.4  105.5  62.6  

平成10年 33.8  64.2  45.1  31.1  435.2  37.7  56.3  
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 ３ 保守料 

 

   保守料の年間費用は、約５割が「100 万円未満」（52.7％）である反面、「500 万円以上」も 27.3％ 

  と約４分の１を占めている。１社当たりの平均額は 17.3 百万円となっている。 

 

図７－３ 保守料の分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   産業別に１社当たりの平均額をみると、金融・保険業（229.4 百万円）が高くなっている。 

 

表７－３ 保守料の平均額の推移（産業別） 

                                     （単位：百万円） 

 建設業 製造業 
運輸・ 

通信業 

卸売・小売

業、飲食店 

金融・ 

保険業 

サービス

業、その他 
産業平均 

平成８年 5.6  8.8  10.2  8.8  119.4  5.0  11.8  

平成９年 5.1  10.1  9.9  9.0  157.8  30.1  18.4  

平成10年 4.4  19.8  8.8  7.8  229.4  4.7  17.3  
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※　 上記グラ フ は無回答を除いて集計し ている。
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 ４ 第一種電気通信事業者の回線利用料 

 

   第一種電気通信事業者の回線利用料は、「100 万円未満」（39.6％）が最も多く、100 万円以上は 

  分散している。 

 

図７－４ 第一種電気通信事業者の回線利用料の分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   産業別に１社当たりの平均額をみると、金融・保険業（207.3 百万円）が高くなっている。 

 

表７－４ 第一種電気通信事業者の回線利用料の平均額の推移（産業別） 

                                     （単位：百万円） 

 建設業 製造業 
運輸・ 

通信業 

卸売・小売

業、飲食店 

金融・ 

保険業 

サービス

業、その他 
産業平均 

平成８年 9.9  18.0  15.2  15.9  124.0  15.2  19.7  

平成９年 11.0  19.5  11.3  17.3  128.3  55.4  28.4  

平成10年 16.1  22.8  9.2  16.9  207.3  11.9  22.5  
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 ５ 第二種電気通信事業者の情報通信サービス利用料 

 

   第二種電気通信事業者の情報通信サービス利用料は、４分の３が「100 万円未満」（75.9％）で、 

  １社当たりの平均額は 8.0 百万円となっている。 

 

図７－５ 第二種電気通信事業者の情報通信サービス利用料の分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   産業別に１社当たりの平均額をみると、金融・保険業（55.3 百万円）が高くなっている。 

 

表７－５ 第二種電気通信事業者の情報通信サービス利用料の平均額の推移（産業別） 

                                              （単位：百万円） 

 建設業 製造業 
運輸・ 

通信業 

卸売・小売

業、飲食店 

金融・ 

保険業 

サービス

業、その他 
産業平均 

平成８年 2.5  6.3  3.3  4.0  20.7  4.9  5.4  

平成９年 3.5  7.0  2.3  5.8  28.2  12.0  7.8  

平成10年 4.0  9.1  4.9  3.3  55.3  9.3  8.0  
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 ６ 人件費 

 

   情報通信関連部門の従事者に対して支払った現金給与（税込みの金額。ただし、外部要員の場 

  合は、「外部要員人件費」に含む。）は、約５割が「500 万円未満」（49.3％）と最も多く、次いで 

  「1,000～5,000 万円未満」も 27.1％と約４分の１を占めている。１社当たりの平均額は 32.4 百 

  万円となっている。 

 

図７－６ 人件費の分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   産業別に１社当たりの平均額をみると、金融・保険業（174.2 百万円）が高くなっている。 

 

表７－６ 人件費の平均額の推移（産業別） 

                                     （単位：百万円） 

 建設業 製造業 
運輸・ 

通信業 

卸売・小売

業、飲食店 

金融・ 

保険業 

サービス

業、その他 
産業平均 

平成８年 20.5  25.9  35.6  20.5  134.7  34.3  29.9  

平成９年 24.1  30.0  19.4  21.2  124.9  97.6  42.8  

平成10年 26.9  42.9  22.7  16.6  174.2  22.2  32.4  
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 ７ 外部要員人件費 

 

   社外のシステム・エンジニア、オペレータ等に要した外部要員人件費は、８割が「500 万円未 

  満」（84.7％）で、１社当たりの平均額は 10.3 百万円となっている。 

 

図７－７ 外部要員人件費の分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   産業別に１社当たりの平均額をみると、金融・保険業（95.7 百万円）が高くなっている。 

 

表７－７ 外部要員人件費の平均額の推移（産業別） 

                                     （単位：百万円） 

 建設業 製造業 
運輸・ 

通信業 

卸売・小売

業、飲食店 

金融・ 

保険業 

サービス

業、その他 
産業平均 

平成８年 2.9  7.0  9.5  12.1  142.1  14.4  14.1  

平成９年 4.8  8.7  13.3  7.3  109.7  33.0  16.6  

平成10年 5.3  8.1  13.7  7.3  95.7  6.9  10.3  
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 ８ ソフトウェア委託開発費・購入費・使用料 

 

   ソフトウェア委託開発費・購入費・使用料は、４分の３が「500 万円未満」（74.8％）で、１社 

  当たりの平均額は 28.2 百万円となっている。 

 

図７－８ ソフトウェア委託開発費・購入費・使用料の分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   産業別に１社当たりの平均額をみると、金融・保険業（244.0 百万円）が高くなっている。 

 

表７－８ ソフトウェア委託開発費・購入費・使用料の平均額の推移（産業別） 

                                     （単位：百万円） 

 建設業 製造業 
運輸・ 

通信業 

卸売・小売

業、飲食店 

金融・ 

保険業 

サービス

業、その他 
産業平均 

平成８年 8.8  12.5  8.9  13.0  182.9  26.4  20.0  

平成９年 10.2  14.0  12.8  13.2  107.7  71.7  27.8  

平成10年 10.3  30.3  34.6  10.5  244.0  23.1  28.2  
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 ９ その他の費用 

 

   ネットワーク・システムに係わる、消耗品の購入費や補修費等の経常経費的な管理費用である、 

  その他の費用は、９割近くが「500 万円未満」（87.7％）で、１社当たりの平均額は 10.9 百万円 

  となっている。 

 

図７－９ その他の費用の分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   産業別に１社当たりの平均額をみると、金融・保険業（33.0 百万円）と運輸・通信業（25.3 

  百万円）が高くなっている。 

 

表７－９ その他の費用の平均額の推移（産業別） 

                                     （単位：百万円） 

 建設業 製造業 
運輸・ 

通信業 

卸売・小売

業、飲食店 

金融・ 

保険業 

サービス

業、その他 
産業平均 

平成８年 3.5  3.2  2.0  4.8  32.0  2.9  4.5  

平成９年 3.1  6.5  2.8  8.9  34.1  54.9  16.9  

平成10年 2.7  12.3  25.3  3.8  33.0  12.3  10.9  
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 10 通信ネットワーク関係経費の合計 

 

   通信ネットワーク関係経費の合計金額は、「1 億円以上」が 30.4％と最も多く、次いで「1,000 

  ～5,000 万円未満」（27.7％）、「500 万円未満」（21.4％）、「5,000～1 億円未満」（13.8％）、「500 

  ～1,000 万円未満」（6.8％）となっている。また、１社当たりの平均額は 201.7 百万円となって 

  いる。 

   前回調査と比較すると、「1 億円以上」が 5.2 ポイント増え、「500 万円未満」が 7.6 ポイント減 

  少している。しかし、通信ネットワーク関係経費のほとんどの項目で平均額が下がっており、１ 

  社当たりの平均合計金額も、245.7 百万円から 201.7 百万円と、44.0 百万円下がっている。 

 

図７－１０ 通信ネットワーク関係経費の合計の分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   産業別に１社当たりの平均額をみると、金融・保険業（1,670.1 百万円）が高くなっている。 

 

表７－１０ 通信ネットワーク関係経費の合計の推移（産業別） 

                                     （単位：百万円） 

 建設業 製造業 
運輸・ 

通信業 

卸売・小売

業、飲食店 

金融・ 

保険業 

サービス

業、その他 
産業平均 

平成８年 86.4  134.3  165.6  130.6  1,182.5  153.3  171.1  

平成９年 101.1  148.1  110.7  132.3  1,216.6  519.0  245.7  

平成10年 108.6  228.4  168.6  105.7  1,670.1  132.4  201.7  
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  通信ネットワーク関係経費の項目別の比率においては、レンタル・リース料が 27.9％と最も高く、 

 次いで人件費 16.0％、ソフトウェア委託開発費・購入費・使用料 14.0％、第一種電気通信事業者の 

 回線利用料 11.2％などと続いている。建設業では人件費（24.7％）が、運輸・通信業でその他の費 

 用（15.0％）が比較的高い以外は、大きな差はみられない。 

 

表７－１１ 通信ネットワーク関係経費の項目別比率（産業別） 

                                                 単位：(%) 
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産 業 平 均 7.8  27.9  8.6  11.2  4.0  16.0  5.1  14.0  5.4  

建 設 業 4.7  31.2  4.0  14.8  3.7  24.7  4.9  9.5  2.4  

製 造 業 8.3  28.1  8.7  10.0  4.0  18.8  3.5  13.2  5.4  

運 輸 ・ 通 信 業 2.6  26.7  5.2  5.4  2.9  13.8  8.1  20.5  15.0  

卸売・小売業、飲食店 7.7  29.5  7.4  16.0  3.1  15.8  6.9  10.0  3.6  

金 融 ・ 保 険 業 11.7  26.1  13.7  12.4  3.3  10.4  5.7  14.6  2.0  
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(3) しANやイントラネもントにt菱総されている端末を何人1二1命の割合で記備され亡いますか。設さ告する番号;ζQ印を付けてくだ

さい。

「11人lこ1台 2 2川 1台き S人Jこ1ア 4. 1人iこ1台

(4) 餐社で(;;L いANやイントラネットをネJf脅するよにおいても

まで選び、重翠主主監に記入してください。

どのような間監点を認麓 れていますか。室長治する番号を 3つ

(5) 

(6) 

廿ユロテイ対策の確立が難しい 7 社外秘情報の漏ー止が困難 I 
2 運用 E 管理、人材育成力安用が埼大 B 導入成果;)>1与もれていない

| ;3 運用管ι ー 9 川
4目 障害の復旧に時間がかかる 10. 特に問題点はなかった

;) 公開情報の作成が困難

L E サーバーへ(T)舗に時間がかかる
しtE己主:

費社で{;!::，

J て下さじ。
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¥_2 利用しか7江いが具体的に利用する予定がある i 
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(7) 費社でi土、どのような自的でヱクストラネット毛利用されましたが。該当する番号を主主主主で選札差翠主主~患に京入して〈
ださい。(これからヱクス Lラネットを利用される企業は、予定としてお答えづてさの。)

関連企業開での顧客情報の共有 6 電子データ交換(ED 1 )の実現

2 関連企業院でのワークフローの実現 7回 取引企業の拡大

オフィス外からのアクセス可能 8 その他

4. 他企業聞での共同作業、共同設計

5. ~平間取引(柱。)の実現 ， r-
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間2 rパソコン通信サービスとインターネットJについてお尋ねします。

(1) 貴社では、パソコン通信サービスやインターネットを利用しておられますか。該当する番号にO却を付けてください。

全社的に利用し 一部の事業所ま 利用していない 利用していない

ている たは部門で利用 が具体的に利用 し具体的な予定

している する予定がある もない

①パソコン通信サービスー 2 3 4 

②インターネット… 2 3 4 

くこの質問は、インターネットを利用しておられる企業のみお答え下さいn > 

(2) 貴社では、インターネットを利用するよで、どのような点に不満を感じておられますか。該当する番号を立ヱまで選び、互車

旦主主主盟に記入してください。

情報検索に手間がかかる 7 電子的決済手段の信頼a性に不安がある

2 知的財産の保護に不安がある 8 送信した電子メールがいつ届くか分からない

3目 ウイルスの感染が心配である 9. 通信料金が高い

4 セキュリティに心配がある 10 その他の点

5. 認証技術の信頼性に不安がある 11 特に不満は感じていない

6 データの伝達経路がわからない 11番目| |2番目| I 3番目|
問3 電子メール」についてお尋ねします。

(1) 貴社では、電子メール(インターネットの電子メールを含む。)を利用しておられますか。該当する番号lこO印を付けてくだ

さい。

1. 自社内でのみ利用している 3. 利用していないが具体的に利用する予定がある

2. 社内外で利用している 4. 利用していないし、具体的な予定もない

(2) 貴社の電子メールは、どのようなシステムを採用されていますか。該当する番号工三エl三O印を付けてください。

1. 自社(関連会社を含む。)に設置したシステム 3. 外部VANセンタ~(パソコン通信ネットを除く。)

2. 外部パソコン通信ネット 4. インタ}ネット

(複数回答可)

間4 rV A Nサーピス」についてお尋ねします。

(1) 貴社では、 VANサービスを利用しておられますか。該当する番号!こOEPを付けてください。

1. 全半土的に利用している 3. 利用していないが具体的に利用する予定がある

Z 一部の事業所文は部門で利用している 4 利用していないし具体的な予定もない

次ページ (2)へ



(2) 費社では、 VANサービスをどのように利用されていますか。誌当首る溢号ヨ二三エムO印をi寸iγて〈ださい。

「一一

専用回線て、広域内線電話網に利用している 6. ED  1に利用している

2 ファクシ之 ~J 通信に利用している 7. Q発正システムを利用してし¥る

3. LAN間接続J乙fiJ用いて，.¥る 8. {~布タトネ ?ιτJ ーやの接続:こヰij沼している

4 電子メーνに手IJfflしている 9 ネットワークの運用 u 管理 E 保守に手I]fflLでいる

5. 外部ヂータベ}スへの接続に利用している iO ぞの他に利用している

し一一一一
(複数盟答可〉

足立 5 I E D I (富子データ交換)(ヰ)Jについてお尋ねします。

(1 ) 霊堂社でl;i， ED  I (電子データ女換)を示j闘し Cおられまγか。該当草る番号にQ印を付けてください。

「己主註主 J 
注 EDI (電子データ受換)とり、異なとJ企業開で、i.t:

2 利用してiなぜ、が具体的に素Ij用の予定がある一.，

3. 釈明していな L具体酌な予定もない ←--1 I 
く合意きれた標準的な規約を用い、商習を51ギ一々をコ

ンピzータと通信を使うて交換する仕組みのこと。

i 一一一一一一一- J 

! 中
(3)/¥ 

(2) 1豊社で!志、イツターネットを活用しで ED1:を行つでおられますか。該当する望号号1::0印ぞ付けてください。

「イ 1 すべての業務で活沼している

一部む業務で活用している

3 活尽していない

J 
」争 どのような理鹿からインターネットを活用して丘ひ lを利用されましたか。該当する番号まこと日三O印を料けて

ください。

くこの質問i志、すべて必企芸能にお尋ねします。〉

(3) 費柱でi立、 ED の普及に対してどのような問題点があるとお考えですか。骸当する番号を主立まで選び、盟麓車五主主二主主

品セ五ゑIllilに記入して〈ださいロ

~ バテー一要する 9 自主的こ関する法律闘Ij;Ò，~ ':) -c ¥; ¥ない
乙通信プロトコノレが業界によって異なる 沿 企業の電子化が不十分i 3 即日プトマァー一山 1. ED  1 ;:::'M-r-3情報量川
ヰ 交接できるデータが制限されている :2. その他の問題点

5 i?キュりティ対策が十分でない 13 特に問題点はない

号司 設備投資の襲用負担が大きい 14 わからない

7. ランニングコストが高い

8. ED  1を行う環境がまだ整ヮていない



どのように対応さ札ていますた a 該当する番号すべて[三O~fl

ワークの安企対策」にう川てお尋ねします。

(:) 食誌で i通信ネットフークのデ タセニ平斗 lJ予ィ icj渇して、

を付Iすて下さいロ

ri昼寝ネシ間6

一一-，
ブァイアクォーノレのれ泊

代理サーバ}等の利用

セキュジティ誠査サ~ピスの利用

その他の対応

外部の事業者tこ任せているので分からない

特に対応していなし、

心

日目

!O. 

11 

'i2. 

13 

ノ1スワードの採用によるアジセス制御

個人又は部門 IDの採用による利用者確認、

回線監視

暗号化装霞の利用

データの暗号伯(暗号化装置は利応しなしづ

認証技術等の利用に土る本人確認

VPNω利用(通信ネットワークの暗号化)

2. 

つ
u 

A 

R
U

侭
》
句
j
j

(按数回答;ij)

τ
l
i
l
i
-
-
i
i
1
J
)
 
可笠間{川一数複

重量社でi卒、ウイルス対策をどのよコに行コていますか。該当する番脅主三五i三G印を付けてくときい。

r: グラ山トご:r::ご土7士:…ツリ川クげプログラムを導入Lコ
2. ~オーバーにウイノレスチェックプログラムを導入している

号 外部接続の際!とウイバノスウオ)ノレを構築している

4. その他の対策

5， f百?もj子っていなし、

(之)

ぐi宝章盟立ゴ:.1L，̂ 三ヰ11712t半盟ムL二五主主主金金盟主童三ムヰ主主」〉

(3) 費社で!士、ウイルス乎ヱツケプログラムのパターンファイ )t，，~どれ〈らいの扇期で更新きれますか。該当する番号!こOEn 寄付

tTくださいD

半年に 1回以とは更新している

l年に l回以よは更新している

j年を超える周期で更新しでいる

導入してから更新していない

-

e

田

氏
U

す

'
n
o
n
u

毎日更新している

選にl回以よは更新している

月に 1回以!二は更新している

隔J=Hこ 1回以上，J.更新している

3か月に j回以とは更新している

唱

の

丘

町

J

8

U
守

P
3

どのような対策を実施されていますか。該当する議号にU印を付けて(4) 重量社では、 i盈儲ネットワークのパックアップ!こ踊して、
ください。

実肱 L てドな~¥ I実施していな1t¥ I 
ト実悔している iが具体的に実施!し具休的fr予定i

す"~予íEbl あ ~!t ない

L L一院
②跡通吋封筒した釦ツトワークの矯築 1 

@コンピュータセンタ一等の分散化…

@コンピュータセンタ一等の耐震性の確保・一

⑤自家鵠装置、無停電電源装置等ω設置 i 

i-L1 
⑦完全なバックアッフ体制備えた外部卒染者への業務組 i 

3 ①バックアップ@j線必磁保一

⑤ CPUや通信制御装藍のニ孟化…



間 7 12000年間豊富」についてお尋ねします。

費社では、 200 0年問題に対する対策の完了時期はいつですか。該当する番号lこOEPを付けてください。

なあ、 2 0 年問題が髭生しない企業(J)方1;:1:.， i E 対応の必要l誌なL'Jiこ0121]を付けて〈ださい。

しずf 3. 199宮年中

4. 2000年以棒

5. わからかい
5 対応の必要はない

儀後民、貴社(J)紙要についてお尋ねします。

1 費社の資本金額〔出資発。基金の顎〕はFの〈らPT:'すか。該当する番号!とO印を付けてください。

L 

1. 1. 000万円未満
2. 1， 000万円-3.000万円未満
3. 3 ， 000万 i弓 ~'5 ，000万円未満

4. 5， 000万台j--1億円未満
5. 1 億円~5 億円未満

6. 5億円"v10億円未満ー

7 10億円~印億円未満
8. 50億円以ーと

2 貴社の従業者数件1)ほどのくらL、ですか。 該当する番号iこOEPを付けて下さL、。

1. 100-199人 4. 500-999人 7町 3，OOO~4，開9人 i

2. 200~抗告人 5. l， OOO~1.999人 8. 弘前自人以よ ! 

;3， 3QO-499人 s 間イ脚人 ー 一」
お:(*1ノ:従三聖者数l玄、平成10年日月 l ヨ又はこ孔に最も近い給与締切日現在0)愛社に、常時索用されてレる者としますむ臨時 e 臼Æl'ノマ』ートタイマーと~"

ばれる者でも、 lか月を超える契約の者又は平成10年9丹、 10月にそれぞれ18日以上働き、調査日現在も雇用されている者は該当します。

a i量社のうを上高(本2)ほとのくらいですか。百万河単位で数字て1記入してください~

(3住民〉 L億円〉

噌A嗣 E/c____-， t四割.... 司 F 司E匂

-
n
L
 

圃」町田崎司開お障甲暢~

没収2).売上高は、昨年度〈平成吉年度=平成合年4月~平成均年乙月年間の売

上高〔営業外収入は含めない。〉を記入してください。(※ただし、この新

院での配人がE盗殺な紛合!;t、ままもだ主主した決算lì1T~年!習の金額を記f\υてくだ

さL、。〕

4 憲社の理院事業所教(必)はvベゥミフすか。数字で記入でください。

なお、扇舟事業所には「本社」を含めますので、望号社が単独事業所の場令は r1 Jとなります。

「「「一了「τ;寸
しJJ

役作3): 'f成10唱oll月1日現在の事業所数会記入してくだ古い引

ち 景全土(!)濁外事業所数(主のはいくつですか。数字で記入してください。

なお、圏外事業所!こi誌「支社j、 「支応」、 「駐在所j等が該当しますが、ない主義合{立、ごTIIT倒でも「む jと記入してください。

「ーでー ! 
j かrrr 主主(本4) 平成10年llfil 日号罪名:の尊重~ß庁長主を記入してくださ L、。

。韓醐iま.Iaよですe お挙態をお掛iすいたしますが、開封の遮tI馬封筒にてこ返撞ください。切亭iま員おらな〈て車産壊です。
難事ござけました。



日制限:平正手三三主-c2 1 257 No. !総務庁承認

用動向寵査 《企業》(平成 1()年)政省

。この調査は、統計報告i記数法vこ基づく承認を得て実施するもので、調査票じ統計
作成以外の目的に使用されることはありませんので、あり(1)ままをど記入下ちいη

れ記入に当たっては、次の点にご注意ください。

仁一 調査期日は平成10年 11月1日現在でご記入願います。!

12 提出先 干150-0013 東京都渋谷区恵比寿1-13-6 恵比寿 ISヒノj

照会先) 社団法人新情報センター i 
TEL: 03(3473)5231、FAX:03 (3473) 535ヨ l

本調査は、郵政省が上記調査会社に委託して実施するもめですγ ! 

i本調査票を作成山ご「
だいた方の所属部署名 ; 

ト ーイ
本調査票を作成してし、t~
t:::'1t、た方のお名前(あて名ラベル員占付位寵)

一 一ト一一

ご連絡先の電話番号

「企:畿内通信鱗j についてお尋ねします。問1

な

を付けてください。

ントラネットは含めなしけと

おられますか。それぞれ鼓当す

i本意Ijのネットワーク (LA Nめ構築形簿:三

i玄、 ANやイントラネッ

本震号室:では、イントラネッ

費量子j4

お、

す。

「

!
l
i
l
-

い

定

な

予
L
ムな

て
的

し

体

い

築

具

な

構

し

も

構築していない

が具体的に構築

する予定がある

一部の事業所ま

たは部門で構築

している

全社的に構築し

ている

LAN 、イントラネットの男1]忙殺当

J十とじこ:;!J:ゴ
三三士三三γ一一一ーム---r-_...~I

ツト..隣町 a 岡

r一一一一一一

ψ 
(2) 費社で!忠携帯構報端末などを利照して~外出受等から企業内通信網に接続..，.きますかり

する事番号にひ印を付けてください。

N口I矢~ 

寸

接続できないが 接続できない

接続できる 具体的に接続す 具体的な予定ち

る予定がある ない

z 3 

2 3 

」一一一一

N.圃..・.. 

②イントラネットー

(3)ヘ

A E
」①
 

d 【

イf、/¥



(お LANやイン tラネットに接続されている端末を何人;ニ 1台の鼠合守配織されています町。該当する番号にC印を付けてくだ

さいn

l三二とi台
す

2 2人に]台 3 白人に 1台 4. 4人iこ1台 5 5人以上に 1台、

(4) 費社では、 LANやイン kラネットを利用する上において、 どのような問題点を盤機されでいますか。該当する番号をきっ

まで運び、重畳貴j主題に記入して〈ださい。

i -1 :ィ対策のーしt，¥ ー の漏洩[ー i 
2 運用・管理、人材育成め費用が増大 E 導入戎果が得られてし¥ft.い 話

3 運用・管理者の人材が不足 9 その他 ! 
4. 嘩害の復18に待問がかかる 10. 特に賄額点はなかった ! 
5. 公開情報の作成が困難

6. ガーパーへの接続に時間がかかる

、古

(5) 費社でほ、どのような目的で Lt， Nやイント号ネットを構築されましたか。該当する番号を三2まで選び、重盟主忌盟に記入
|し市川(ごれから LAN判ントラネットを構築される企業は予更と吋軒下さい。)

企業内でむ業務情報やデ」一斉7の共有i七 9. パソコンを手:J思したテレビ会議室の実現 i 
2. 企業内でのアプリケ~ションの共有化 1心 配線の簡素化 i 
3 プりンターなどの出力装置む共有化 "1. ダウンサイジング ! 
| ヰ 伝送速Bl'O:)Icll-，二 2 業務のスピ」川プ | 
5 全業内寸弔令のグJパ1.一ブウエアやワ一グフロ-のE実実現 て吋3 ベ一ノパξレス、人?伴半費当削リ減等:にと土るコストの削減 ! 
6 電子メし)一づ!Lサ」ビスの実現 1叫4 そ の伶他!

! 7 閣 ι一テ一 1汚5 相駅こ調
E 財務@経浬システムの実現 巨 l 一T一 一ア十一一→

一寸訓 I2番目 I3番引 ! 

中

(6) 費社で(立、エクエえトラネットを号tJ)'脅しておられますか。該当する番号にむ請を付fナでくださひ。

「同一由開-叩園田一

ーしJI 利用してし、る
t♀ 利用していないが具体的に孝明する予定がある

I I 利用していないし具体的な予定もなヤ

(7) 震社で1;):，どめようなg酌でエクストラネットを剰用されましたか。該当する番号を主主まで選び、重畳，，7.:.盟に記入してく
ださい。(これからヱクストラネvトを料用される企業法、予定としてお答え下さい。)



ニノ通信+JーピスとインターネットJIこっし、てお尋ねしますの「パソ間 2

「一一一一一一一τー iーι 一一一了一一一一一一寸一一←一一一 一1

f 一

ツトを利子脅しておられま寸か。該当する番号;こり ~nを付てくださ{入。責主主では、パソコンi蚤f室戸ザービエえやインター¥ノ(
 

⑦パ、ノコン通信サーピス…

②インターネッ r…
し

おられますか。骸巡する番号を 3つまで遺び、

くζ阜麗盟品」ょ主ニまと上主主j照しておられる企業盟主亙査孟ヱ主主ι>

(2) 貴幸士でほ、インターネットを和1)'認するよで、どのような点に不:績を感じ

思主主とn~に記入してください。

情報検索に手間がかかる 7 電子的決済手段の信頼性に不安がある i 
知的財産の保護に不安がある 8. 送信しt=電子メールがいっ届くか分からない ! 
ウイノレスの感染が心配である 9. 亙信料金が高い i 
セキュリティに心配がある 1む その他の点 ! 
認証技術の信頼性lE木安がある 11 特に不満ば感じでいない ! 

ごーがわかL

J
l
q
ι
q
υ
A，
民

u
n
o

品開司l

i電子メーJkiについてお尋おします。

(0 貴社でな、震予メー)l-(インタ←ネットの電子メーJi，を含む。〉を利用しておられますか。該当する番号!こOEflそ付けて〈だ

さい。

間 3

I I (! 自社内み利用山、る 3 利用してい川具体的に利用する予定尚る i 
! i ¥ 2 例外でが用している A 利用していかいし、防的な予定もない ! 
↓ 

該告する番号すべて!こC(印を付けて〈ださい。シス子ムヂ採用されています費社(;')電子メールは、どのよう、2)

外部 AN-tンゲー(ノミソコン通信ネットを除く。)

インターネット 」4. 

自社(l努連会社を含む。)~と設寵し?に二シスアム

外部パソコン通信ネット2 

(複数回答可J

rv A NサービスJについてお辱ねします。障 4

儀社で;ま、 VA i¥jサービスを利;弓Lておられ吉正すか。該当する搭号!こOE11を付けてくださいロ(1) 

|一巳 「」
引用していないが具体的;こ利尽する予定がある

利用していないし具体的な予定もない

3 

4. 

全社的に利用してし¥る

一部の事業所又は部門で利用している



(2) 費社でi立、 VANサーピ;λをどのように利用されていますか。該当する番号まこ:Ci::O印を付りて〈ださい。

「一一一一一一一一一一一一一一一一

専用回線で広域内線電話網にヰ1]用している

2 ファクシミリ通信日間している

3， LAN間接続に利用している

4 電子メールにキIjJ'sしている
5 外部データベースへの接続に利用している

し一一一一

6. E D 1 ~と利用している

7. 受発i主システムを手!!局している

8. 海外ネットワークの法統に利用している

ヨ ネットワークの運用 a 管;理悶保守に示IJAjしている

10 ぞの般に利用している

(概数回答可)

簡 5 r己D I (電子データ交換)(約j についてお毒事ねします。

(1 ) 費社では、 EDI (電子データ変換)を利用しておられますか。該当する番号iニQ印を付けてください。

{仁て 1 示刻利IJ肌てレi 2 利畑用一一一に昨一幸荊閉叩l明附町開伽町の肝予… -1 

3 利用しでいないし具体的な予ZFもない 一ーイ ! 

i 中( 3 ) "'" 

!の 費全tでは、イツターネッ人を清照して Eわ 1を仔つでおられを空すかり該当する饗号!三OE!1を付けて〈ださい。

;生 ED1 (電二手データ交換〉とは、異なと企業閣で、 Jよ

く合意された標準的な規約を用い、商取引ヂ」ケをコ

ンピュー宇と通信を使うで交換する仕組みのこ1::0

i 1 すべての業務で活用している 3 活用していなし ! 
i 、2 一部ι業務で活用している i 

しど拘のよUうな措理由齢カか料、らMイン汁タタトv一引一4ヰ
〈ナだ三さLい、。

くこの質問i立、すべての企講義にお尋ねします。〉

(3) 費社で1'J:， E D I 0コ普及に対してどのような問題点がめるとお考えですか。 骸当する番号を主主まで遷び、盟襲五~tJ~雪之"V\~=
皐担弘主』車iζ記入してください。

「ァ:川一エーする s 竜子取明悶号引iに関するιニ京一員
E 之目 通イ信言プ己トコlルレが業界iにこよつて具なる 1氾O. 企業の電子化が不十分 ! 

伝票やデータフオ マ ト等iJ業5れよ て具なる D 隠する情報量治少な 1 
4 交挨できるデータが制限されている i2 その他の問題点 ! 
5 セキュリティ対策が十分でない 13 特lて問題点はない

号 設備投資の望号用負担が犬きい 14 わからない

7 ランニングコストが高い

ー!ム
制
一 じこ」」



c'のように対応されでいますか白該当する番号すべてにOEn

ます。

(1 ) 主主社で!;L 通信ネットワ一つのデータセキュリティに闘して、

を付けて下さい。

お星島ねワ←クo安全対策!につ通信ネ間6

一一J
(事貫教団答司7

ファイア rj ~-}レめ利沼

代理サ)パ」等の利用

ヤキュ D テ J 調査ザ~1::"'スの利用

その他の対応

外部の事業者に任せているので分からない

特に対応していない

u. 

C 
V 

10. 

; 1 

12 

13 

パスマ)ifのf支局によるアクセス制御

個人又は部門 IDの採用による利用者確認

回線監視

暗号化装置の料用

データの暗号化(暗号化装置は利用しない)

認荏投術等の利用に土る本人確認

V P l"'fの利用(通信ネットワークの暗号化)

• 。，ゐ
q
u
ぷ
ム
日

K
J
U
F
J

ウ

賀社では、ウイルス対策をどのように行っていますか。該当する番号すべてにOEIJを付けてください。

クライアント川町エツクプロ門ムを導入し九 | 
2 サべーにウイノレス子ェックプロi グラムを導入している ' 

川 町ι スウ;;t--i 1/ ~:m築山いる i 
4 その他の対策

5 イ刊行っていない

(2) 

(複数回答可〉

イム2宜位五」立中主己主主ぷ/7 7'旦之之主主生以4車記i.~:l主撲のみお答えください。>

ムのパ1f~"-ンファイルをどれくらいの濁期で更新されますか。毒素室する番号;こり却を付3) 嚢社で!之、ウイ)1..;:王子ェッウプロ

ずでくださら、ロ

半年に 1回以上ぽ更新している

j年に 1回以上は更新している

1年を超える罵期で更新している

導入してから更新して '1、ない

n

C

7

，

民
U

G

U

毎日更新している

週に1回以上は更新している

月に1回以上は更新している

漏月に 1回以上は更新している

3か月に 1回以上は更新している

t

B

n

t

q

d

A
守

R
U

どのような対策を実腕されていますか。該当する番号iこO即を付けて費社では、通信ネットワークのパックアップに院して、

ださい。

(4) 

I ~:Iíl!í Ln\~ 実購臨施臥し
実純していεiが具体約iにこ実施i一具体的々 ニ午T手，定

Iで?竺三ゴ竺ど
①パックアッゴ回線ω議保…""， .0."

ドヲークの檎築②移動体送信や衛星を併用した通信ネ

③コンピュータセンタ一等の分散化・…ー

事コンビュータセンター等の耐震性の確保.0..

⑤ a家発費装置、無停電電源き安置等の鍛鐙ぜい

⑤ CPUや通信制御装置の二重化一ー

えた外部卒業者へ(.T)諜務委託…⑦完全なパγクアップ体制



了2() 0の年問題jについてお辱ねします。

費社t:"{革、 2ちa()空事問題1;::対する対策の完了時期はいつ?すか。該当する番号iこO印を付11でくださいc
なお、 200 0年問題が発生しない企業(J)方11， i 6 句対応の必要i誌なL リ iニ o~pを付けてくださ~'0 

間7

「一一一一一一一一=一一一~一一一一一一一一一一一一一-~一一一一一一一一一一一一一一一一~--l

1. 対応は完了し伝 3. 1999年中 5 わからない ! L 2 附年中 f，. 2UOO年以降 5 対応の必要臥~， 

「通管ネットワーク関係程度jについてお欝ねします。

費社の昨年度(平成9年度z 平成吉年ヰ月~平成 10年E月) 1年聞の遜信ネットワーク関係経費ほどのくらいで'すか。費用項

目別の経費を、万円単位で数字で記入してくださL、。(※ただし、この期間での記入が趨襲撃な場合i誌、最も近接レた決算前 1年間

の経費を記入しと〈だ"dL ¥0 

なお、他の部門と共用でわj院している等O)~翌由により配人が圏難な捜Ei減配入じないで結核です。また、該当する穫重要がない場

合には、ご商ii'1でも r0 jと記入じてぞだきL'0 

間島

(百万円〉(億円〉

①減債償却饗(*1).. 

守

件

③{累

⑥人

「合計ー」を記入Lでください。

(*1) 減価償却費とは、通常ネットワ←ク吃構成レ口、るこ2ンピコプタや端末機等の装盤、交換機(PBXぞ含む。〉や

多重化装置¥LA'，，;等の通信装置めうち買レ取ったら¢心、昨年度末の減価償基お費残高是指します。

似合'/ンタル@リース料とは、通信ネッ Lワークを構成しているプンfュータや端末機等の装置、交換機(ロ B文を含

む。〉や多重化装震、 LAN等の通信装置を、レンタノレ又はリースア使用している場令の年間費用を持します門

(*3) 第一種電気通信事業者とは、通信回線を自ら設置し、提供しているNTT、KDD、DDI、日本テレコム、白

本高速通信等を指します。また、回線とi士、専用線、 D8X.DDX-τP陶パケザト交換等のデジタノレ・データ交

換綱、 ISDN、VENUS等を指します。

(本4) 第二種電気通信事業者とは、第一種電気通信事業者の通信回線を利用して情報通信サーピスを提供してレるVA

N業者等の事業者を指します。また、情報通信サーピスとは、 vAr~ サービス、オンラインs リアルタイム処理サー

ピス、オンライン ωデータベースサービス等のガーピスを指じます。

(本5) 人件費と{立、貴社の情報通信関連部門(情報i冨信の企画、運用及び管理を担当している部門〉の従業考に対して支
払った現金給与〈賞与、諸手当与を含む。)で、税金、社会保険料等を差しヲ|かない、いわゆる税込みの金額をいい言

す。ただし、外部要員のために要した費用は、外部要員人件費に含めてください。

(幼〉 外部要員人件費とは、社外のンステム・エンジニア、ブJログラマ、キーパ/チャ、ヱ「ベレータ等を使用するために

要した費用をし引、ます。

(灯〕 ソフトウェア委託開発禁，膨入Zきとは、システムの設計、プロクザラムの作成文法隣人に要した費Jflを指し、ソフ
トウェア使用料とほ、ソフトウェアの!ノンタjレに要Lた費用を精しきずり

併のその仰の費用とは、ネットワーク・システムに係る消耗品の購入費、補修費等の経常経費的な管理費用そいいます。

，./ 
m ノ、

注f



最後に、貴社の絞換についてお尋ねします。

1 ft社の資本金額(出資金 B 基金の額)はどのくもいですか。骸当する番号!こO印を付けてくださいロ

1. 1，000万円未満 4. 5 ， 000万円 ~1 億円未満 7. 10億円~.50億円未満 l 
2. 000万円 ~3， oC)n万円未満 f}，億円~5 億円犬満 t>. 50億円以上 i 
3‘ 3，000万円---5，000万円未満 :5 億円~1O憶円未満 i 

い甲山___，"'~，，--O;，“一一一一一一一一一-----…一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一…一一--~

2 負担;の従業者数(*1)はどのくらいですか。該当する番号にOEPを付けて下さい。

lOO~'199人 A 500~999人 3， OOO~4 ， 99旬、 ーっ
2. 200^~'299人 5 1， OOO~l ， 999人 日. 5，000人以、乙

3. 3()O'~'499人 Uハ . 2， OOO~2，日刊人

f主体1) 従業者数は、平成10年II月 1日又はこれに最も近い給与締切日現在の貴社に、常時襲用されている者とします。臨時・ 8濯・パートタイマーと呼

ばれる者でも、 1か月を超える契約の者文は平成10年9丹、 10月にそれぞれ18日以上働i号、鱗査日現在も雇用されている者は該当します。

3 費社の売上;ξ(殺のはどのくらレ】ぞずか。百万円単位で数字で記入して Uf ZFい。

円レhuM
d
dノ (億円)

'̂'工ご三こ 注(*2)・売ーこ;高{立、野宇佐度(平成9年度=平成9年4月~平成年3弓年間の売

上高 ('tt;~詰折、収入は含めないのノを記入 l~てくださいの ただし、との期

間ヤ(7)記入が幽難な場合[立、最もiE:接した決算前1年闘の金敏を記入してくだ

きU¥)  

4 費社の圏内毒事議長所数(*3)はいくつむずか。数字で詑入、J てください。

なお、圏内務審星野?に{ま i本社j 宇:含め志すので、宮島けでが単独事業所のままj合ば 1Jとな， 1

仁 [iI'PJf ] ii.(*3):平成10年11月1日離の事業所数恥てくださし

5 君主社の国外察禁断数(叫)Iまいぐつですが。数字で記入してください。

なお、圏外署長議所与は「支社J、 ;立j菖」、 f駐在所」等が該当します冶九平い場合!立、ご歯品でも rOJと記入 ν てください。

[Zl'PJf I i'i.(*4):… じJ

。質問は以よです。お手数をお掛!すいたしますが、商務の返信用封筒にてご返送ください。切手は賂らなくて結織です。

ご協力有り重量うございました。
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